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カール・ポラニ―と宇野弘蔵* 

―方法をめぐる対話― 

 

*本稿は拙著（2009）『企業の本質―宇野原論の抜本 

的改正』をベースにしています。献本しますので 

下記アドレスに、ご一報ください。 

                         xk24ai@bma.biglobe.ne.jp 

                              河西 勝 

 

｛要旨｝（甲）国家（政治）社会と（乙）自己調整市場・資本家的企業社会とのかかわりが基本的テーマ。

一次大戦までは、（甲）と（乙）は、（甲）が経済（原則）条件を実現するので、互いに分離・自律しなが

ら共存・共生関係にあった。一次大戦以後、（甲）が（乙）に介入するなかで、（甲）は、完全に機能不全

に陥った。そのために、（甲）がみずから経済（原則）条件を実現すべく、資本家的企業社会から脱資本家

的企業社会への「大転換」がおこる。ここでは、労働・土地（生産手段）・貨幣の商品化は「フィクション」

である故に、「ユートピア」的市場の機能不全に対して、国家社会による経済実現が必然化する、というポ

ラニ―の「大転換」の論理は、一次大戦以後の「現状分析」に限定されるべきものと主張された。他方で、

循環資本と固定資本による労働力商品化・労働生産力の実現こそが、資本家的企業社会の自律性の根拠と

され、宇野の原理論・段階論が改正・拡充された。 

 

１．「100 年の平和」のおわり、そして「大転換」と三段階論 

 

｛レッセフェール世界市場とパックス・ブリタニカ｝ 

ヨーロッパの主権国家形成は、一般的に次のような過程をたどった。分断された空間と

しての封建的領地が否認され、一つの統合された空間に転換するとともに、政治（国家政

体）と経済とが融合する制度的形態(農村共同体としての荘園)が崩壊した。それにかわって、

政治と経済とが互いに分離する制度的形態が出現する。主権国家は、制度的に経済から区

別され分離する場合においてのみ、レッセフェール世界市場経済の内部に「深く埋め込ま

れ」、それと強く相互作用をし、資本家的企業経済の発展を可能にする。一方で、資本家的

企業経済の発展は、国家に直接的間接的に税収の増大をもたらし、国家による世界市場の

発展を可能にするインフラ・サービス提供のために、財源を与える。このように国家と資

本家的企業経済の相互自治的・インフラ的互恵関係こそが、一次大戦以前の主権国家（注）

と資本家的企業との関係における本質的特徴をなしている。(Weiss & Hobson 1995)。 
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（注）国家にとって主権とは、その国家が自分で法律を制定し、自己を超える法制定者を認めないことを

含意する。これは、各国家が関税その他輸出入統制を設定し、外交政策と通貨を規制し、内政、外交、軍

事施設を維持することを意味する。（バーナム 1960、武山訳 1965、） 

 

ベストフェリア和約（1648 年）以降の主権国家間のバランス・オフ・パワー（平和）、そ

して特にウイーン和約（1815 年）以降のヨーロッパ「100 年の平和」は、一次大戦に至る

18 世紀以来の産業や鉱山業、運河・鉄道、海運業、商業、銀行業、証券取引所などの資本

家的企業の発展、そしてこれら資本家的企業が活動する舞台としてのレッセフェール世界

市場の発展にとって、不可避的な前提をなしている。もっとも、レッセフェール世界市場

の繁栄が、100 年のパックスブリタニカを可能にしたこともまた、事実であるが。 

19 世紀文明は四つの制度の上に成り立っていた。その第一の制度は、一次大戦までの 100

年間、列強間にいかなる長期的かつ破滅的な戦争も発生させなかったバランス・オブ・パ

ワー・システムであった。その第二は、世界市場経済が独特のシステムに組織化されてい

たことを象徴的に示す国際金本位制であった。その第三は、前代未聞の物質的繁栄を生み

出した自己調整的市場（資本家的企業存在）であった。その第四は、自由主義的国家であ

った。以上の四つの制度が組み合わさり、西洋文明の歴史の基本的な輪郭を決定した。（ポ

ラニ―1944） 

1914 年の第一次世界大戦の勃発と「100 年の平和」の終わりは、以上の四つの体制（主

権国家群体制とレッセフェール世界市場、そして自己調整市場）の終わりを意味したゆえ

に、同時に脱資本家的企業経済および超主権国家的な世界政治経済体制（ベルサイユ・ワ

シントン体制、そして二次大戦以降のブレトンウッズ体制）への転換を告げるものであっ

た。実際に 1914 以後の 100 年にわたり、1980 年代以後の「新自由主義」の激しい希求に

もかかわらず、この四体制の一つたりとも回復することは、遂になかった。一方で、ブレ

ットンウッズ体制は、 BRICs の隆盛と 2000 年代の金融危機にともなってますます著しい

ほころびを見せている。そして世界中で、新しい世界政治経済システムの再構築が求めら

れている。 

 

｛世界システムの大転換、そしてポラニ―と宇野｝ 

以上のような一次大戦を画期とする世界政治経済システムの歴史的大転換に関連して、

国家と市場経済に関するまったく対極的な二つの現代分析方法論が登場した。ひとつは、

1940 年代に生まれたカール・ポラニー（1886‐1964）の「大転換」であり、もう一つは

1950 年代にうまれた宇野弘蔵（1897‐1977）の三段階論である。 

ポラニーにとっては、19 世紀の「自己調整的市場という考えはまったくのユートピア」
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であった。このような市場は「社会の人間的実在と自然的実在を壊滅させることなしには、

一瞬たりとも存在しえない」。それゆえ国家社会は、「みずからを保護するための手段」を

とらざるを得ない。しかし「そうした保護的手段は、市場の自己調整を損ない、経済生活

の機能を乱し、その結果、社会を別なやり方で、窮地に追い込」む。「自己調整市場」の「ユ

ートピア」あるいは｢ジレンマ｣こそ、一次転換（1880 年代に始まり一次大戦に帰着）およ

び二次転換（1920 年代に始まり 1930 年代大恐慌、ファシズムとニューデール、そして二

次大戦に帰着）をもたらしたものである。ポラ二―は、転換の一次と二次を合成して「大

転換」としているようであるが、一次転換は二次転換の前提を成している。しかし、一次

転換説とその根拠となる「自己調整市場」＝「ユートピア」説は、歴史上の重大な間違い

である。一次転換説を撤回し、「自己調整市場のユートピア」の実在を一次大戦以降に移動

させよ、そして「大転換」を二次転換に限定せよ。それによって初めて、「大転換」の現代

分析的展望は、宇野三段階論と同一方向に向かうことになる。 

宇野にとっては、「自己調整的市場の考え方」は、純粋資本主義論として、三段階論の内

の原理論へと改めて体系化されるべきものであった。私有制と価値法則を論証する原理論

（純粋資本主義論）によってのみ、一次大戦をもって終わるレッセフェール世界市場発展

の根拠とその歴史的意義（段階論）が、まさしく価値法則と私有制を現実化するものとし

て解明される。国家の経済社会に対する直接的介入は、一次大戦以前の「金融資本的組織

化」の限度を超える脱資本主義的組織化と見なされた。 

一般的にマルクス派は、レーニンやヒルファーデングを含めて、自己調整市場の永遠性・

普遍性を主張する新旧古典派経済学の「普遍主義」に対して、資本主義の特殊歴史性の証

明を、資本主義の発生・発展・消滅の「歴史主義」（「唯物史観」）に求めた。宇野は、資本

主義の存在根拠、おなじく特殊歴史性の証明を原理論に求め、それによって、「普遍主義」

および「歴史主義」を克服しようとした。原理論は、あらゆる社会形態に通じる経済原則

が特殊的に「私有制と価値法則」によって実現されることを論証する。こうして一次大戦

以後の国家介入を、原理論・段階論標準からの「相対的分離」（伊藤誠 2010）として、現状分

析の対象とする、いわゆる三段階論が成立した。 

一次大戦以後の現状分析的世界は、普遍的な経済原則を、私有制と価値法則（原理論・

段階論）によっでではなく、その否定によって、つまり国家社会が国際関係を通じて、グ

ランドデザインによって目的意識的に実現するべき政治経済的世界に他ならない。しかし

ながら、以上のような三段階論の明瞭な展望にもかかわらず、宇野の原理論には、固定資

本概念について重大な間違いがあった。その為に、段階論では、株式会社論に失敗し、「金

融資本的組織化」なる別の「ユートピア」をもたらすことになった。また現状分析でも、「金

融資本的組織化の限度を超える国家による組織化」とか、管理通貨制による貨幣原理の否
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定や労働組合による労働力商品化原理の廃止など部分的指摘はあるものの、脱資本家的企

業社会を主要課題として、全体的に明確に設定することに失敗した（注）。 

（注）宇野の固定資本概念の誤りについては、河西勝（2007）参照 

 

一方、ポラ二―のいう一次転換のちょうど 100 年後に重なる 1980 年代の新自由主義の

台頭とその帰着としての 2010 年前後の世界的な金融危機の勃発に、「大転換」の再来を認

めて、ポラニ―説の「現代における妥当性と有効性」を主張する論者も少なくない（注）。

しかし、「自己調整市場」は、一次大戦以後始めて、現実的論理として存在し得ないものと

なった。だからこそ、それはその時以降、「ユートピア」に転じたのである。「大転換」と

は、本当は何を意味するのかを明確にするためには、そして「ユートピア」を求めて破局

にいたる「自己調整」市場原理主義者の今日的意義や問題点を明確にするためには、一次

大戦前の 19 世紀特に 1880 年代以降に「自己調整市場のユートピア」を想定するポラ二―

の方法的確信を断ち切らなければならない。 

（注）ステイグリッツ（2009）、フレッドブレック（2009）参照 

 

２．自己調整市場と自由主義国家・国際的銀行業 

 

｛法治国家の成立と国際的金融資本家の自由放任主義｝ 

17，8 世紀ヨーロッパでは、平和は例外的であり、繰り返される戦争こそが諸国家形成の

ための本質的要因をなしていた。ベストフェリア和約（1648 年）による主権国家間の「バ

ランス・オフ・パワー」により激烈な交戦状態が延期された条件のもとで、諸国家は、軍

事革命と中央集権的官僚国家形成のもとで、生き残りをかけて軍事力を強化しようとした。

ある国の軍事革命は直ちに他の国に模倣され、あまねく普及したので、ヨーロッパの「バ

ランス・オフ・パワー」は経路依存的性格をもつようになった。一方で、軍事力強化のた

めに軍事費増大率がますます歳入増大率を上回るという財政上の危機に直面した諸国家は、

破れかぶれの財政均衡の探求に向かい、財産権を認めて企業経済の発展をうながし、税収

を増大させようとした。(Weiss & Hobson 1995) 

一般的に財政支出の増大は、租税及び国債発行による財政収入の増大を不可避のものと

させる。それ故、国政上の優先事項は、公的信用（国家債務）を効率よく運用し、そして

租税ベースを拡大し、また大蔵省から物品税徴収に至るまでの金融財政システム全般を改

善することにおかれた。一方で、重税を回避するために、財政支出には、一定の限定が付

されなければならない。重税は、私有財産の価値そのものを失わせ、経済の停滞や社会の

不安定を引き起こし、また国債発行に伴いがちな過大な債務（けっきょくは税収増大によ
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り補てんされなければならない）とともに、政府と通貨に対する投資家の信頼を失わせる

からである。こうして、「健全な通貨と健全な政府とは共にある」との考え方のもとに、歳

入（一年間の財政収入）と歳出（一年間の財政支出）の均衡を慎重に維持していく、いわ

ゆる均衡財政原則が確立した。(Weiss & Hobson 1995) 

財政均衡を回復・維持させるもっとも有効な手段の一つは、なによりも直接的な税収入

の増大である。一方税収の増大は間接的には、国債費（元利）の支払いを可能にさせ、国

債発行による歳入増大の余地を高める。国家は、商人や資本家の財産権を保証し、財産権

（固定資本所有権）にもとづく自由な企業家的活動を促進するためのに、インフラ環境を

整備し（国内の関税障壁と通行料徴収の廃止、輸入関税の設定、国際的な商品交換などの

ための度量衡の統一）、一つの複雑な商業規制システム、いわゆるマーカンテイリズム（意

図的な市場促進戦略）を確立した。政府は財産権の保証によって、土地税（財産税・直接

税）や関税・物品税（間接税）などによる税収の増大を計った。(Weiss & Hobson 1995) 

国家が金を蓄積するというマーカンテリズムの目標は、財政均衡を回復させるためのも

う一つ有効な手段として作用した。国内生産を奨励するために、外国商品や原材料の輸入

に対して輸入関税が課されるが、それは、直接的に関税収入を増大させるだけではない。

それにより、貿易収支にプラスがうまれ、国家による金蓄積が可能になり、国家に対する

債権者の信用が高まる。イギリスは、より高い軍事費支出に対処するために、「金融革命」

を行うことによって、大量の国債発行による歳入増大の方法をリードした。戦争ローンを

合理化するために、1694 年イングランド銀行が創設され、国家における金の蓄積がイング

ランド銀行の信用保証として集約された。(Weiss & Hobson 1995) 

事実上の金本位制が成立するとともに、国債や一般商品の流通のための最も重要な貨幣

形態としてのポンド・スターリング（金貨幣、兌換銀行券、為替手形など信用貨幣）の価

値が、国家全体の金蓄積能力によって、保証されることになった。一般的に為替手形の割

引率（貨幣市場の利子率）を反映する妥当な利子率（高金利を禁じた旧社会からみれば法

外な高さかもしれないが）での貨幣の貸借および資本投資が可能になった。こうして国家

は、１８世紀の費用のかかる戦争のために安い資金を獲得できた。それと共に企業は、固

定資本形成や企業同士の商品交換のために比較的安価な資金に依存することができるよう

になり、資本家的企業経済のための信用・金融ベースが大きく発展していった。国家だけ

がそのようなインフラを提供できた。(Weiss & Hobson 1995) 

しかし、財産権（そしてそれが可能にする商品売買契約の権利と義務）の有効な設定は、

単に税収増大のために「意図された」市場促進戦略（マーカンテリズム）をつうじてもた

らされると主張することは、あまりにも単純化しすぎである。財産権は、強制手段の独占

によって支えられる法システムの堅固な基礎に依存している。合理的な法的秩序は、国家
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建設上、意図せざる結果としてもたらされた。法の「国家システム」は、マーカンテリズ

ムが事実上もたらした租税制度と資本家的財産権を、強制手段（軍事手段ならびに警察権

力）の独占によって支えられる堅固な法システムを基礎にして、さらに強固に設定された

（財産権の絶対性と財産税の最小化との均衡）。それは、コモンローと慣習が貴族支配の専

制と社会的空間の分断された性格との両方を維持する封建システムとは対照的であった。

法の役割は、特定主義（particularism 神の恩寵は人類全体にでなく特定の選ばれた個人の

みにもたらされるという説）を解体する上で重要であり、このことが、国家の主権化（自

治的国家の実現）ならびに資本家的（自由主義的自治的）企業の勃興にとって、非常に重

要であった。(Weiss & Hobson 1995)。 

これは、初期の段階では、財政収入と引き換えに、都市が君主によって特許状や保護を

与えられるとほとんど同じ方法でなされた。国家は貿易の動きを容易に監視できたので、

商人資本家が、特に課税目的の標的にされ、そしてそれゆえにかれらに財産権が与えられ

た。このことは最初イギリスにおこなわれた。しかしおおよそ 1600 年から 1900 年にわた

って、ほとんどのヨーロッパ諸国がより有効的なそして広範囲に及ぶ財産権を資本家的企

業に与えるようになった。こうして特許法（知的財産権）がイノベーションを保護し鼓舞

したし、株式会社のために法的規定がなされ、契約法が発展した。特許法システムでは、

財産権の創設が、投資とイノベーションの両方にたいして、奨励的構造を可能にした。資

本家的財産権の創設によって、個々人が投資に従事できるようになった。企業の発展を支

える主要な条件は個人財産の保障であった。要するに、国家（国際法を含む）の法的秩序

の予言性、継続性、信頼性、目的性は、必ずしも意図されたものではなかったが、資本家

的企業経済・世界市場経済の発展にとって、すべて本質的であった。(Weiss & Hobson 1995) 

法治にもとづく中央集権国家の優越性は、地方で発生する暴力または封建アナーキー（貴

族地主の暴動、略奪者、傭兵隊、盗賊、馬上の追いはぎ、海賊、都市と農村のギャング、

地方の自警団など）に対して、平定された空間の発展を可能にした。その意図しない結果

として、個々人が、地方に発生する暴力による財産喪失を恐れないで、金貨幣を投資した

り、ビジネスを永続的に行うことが可能になった。一方で、不規則な課税、商人貨幣所得

の恣意的な徴発、債務の拒否（実際に、近代ヨーロッパ史では支配者による債務拒否は極

めて一般的であった）において見られた国家の専横は、特定主義の解体のもとに、国際的

な金融資本家階級の厳命により鎮定化された。(Weiss & Hobson 1995) 

 国際的金融資本家の「自由放任（レッセフェール・レッセパッセ）」は、専制的国家自

治権に対する束縛（自由の強制）として働いた。ヨーロッパに特有な複合社会が有する重

要な特徴は、国境が比較的ルーズな（浸透性に富む）構造を有するために、諸個人が隣国

に比較的容易に越境できるという点にあった。金融資本家は、もし専制的な国家によって
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劣悪な取り扱いを受ける場合には、単純に「退去する」権利を行使し、かれらのサービス

をライバル支配者へ移転することができた。まさしく国家の「偉大なる権力」への鍵は、

債権者を満足させ資本家の「退去」を防ぐ国家の能力、つまり機敏さと安さの両方で、ロ

ーンを調達する国家の能力にあった。それゆえ、国際的な金融資本主義が、国家財政（自

治）にたいして干渉することは、国家権力を制限するというよりも、逆に国家のインフラ

パワーを相当に強化し、国家の対外的な地位を引き上げることにつながったのである。

(Weiss & Hobson 1995) 

 

｛「自己調整市場」は、ユートピアか｝ 

以上に見たように、ヨーロッパ諸国は、グランドデザインによって、意図的に資本主義

経済システムを生み出したのではない。この資本家的企業経済の出現は、マーカンテリズ

ムなど国家の直接的意図的（市場促進的）影響によるものであると同時に、法治を保証す

る国家インフラの非直接的無意識的影響によるものであった。（Weiss & Hobson 1995）。イ

ギリスでもドイツでも、主権国家が成立し、同時に資本家的金融機関（証券取引所と銀行

など）と金融・商業資本が発展し、それとの関係において、資本家的産業企業経済が一般

的に発展した。この租税国家の権力は、法治と資本家的企業の自由主義（レッセフェール・

レッセパセ）とを保証する限りのものとして、所得税などの税率もおのずから最少化され

限定されていた。租税国家が、結果的に自由主義的企業経済を生み出したが、この資本家

的企業経済の発展がまた、経済成長を阻害しない限りのこの権力限定的な租税・法治・自

由主義国家の存在を保証していた。このような政治・権力と市場経済との明瞭な二元的分

離・結合関係こそ、一次大戦以後の現代国家における政治と経済との混合（政治権力によ

ってグランドデザインされる政治経済システム）と区別されるべき 19 世紀的経済的自由主

義国家の特徴を成している。 

イギリスを中心とする 18世紀初頭以来のレッセフェール（商品・貨幣・資本の）世界市

場的発展とそのもとでの産業（農業をふくむ）革命の現実的な発展は、つねに、非市経済

的過程や制度、特に政治的法的制度（近代的主権国家群）を前提にしている。私有財産制

度を実践する「囲い込み運動」が、牧場・農場といった固定資本の蓄積をもたらす一方で、

産業資本主義の発展に必要な大量の労働者階級を生み出していった。しかし国際的自由貿

易運動を推進した政府の活動・経済的自由主義の隆盛は、産業資本が産業革命による高度

な労働生産力を実現することなくしては不可能であったであろう。その圧倒的な労働生産

力が国内外の残存共同体経済や非資本家的経済領域を徹底的に破壊する自由競争を可能に

した。 

19 世紀半ばまでにおいて、世界に冠たる高度集約農法をうたわれた資本家的農業・牧畜
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（牧羊）業、そして世界市場を制覇した問屋制家内工業による羊毛工業やそれに続く機械

制大工業による綿工業をはじめとして、蓄積された固定資本用益と蓄積された労働用益の

結合があらゆる産業部面に拡散・普及していった。このことが、社会的分業の徹底化によ

る高度な労働生産力の実現を可能にした。18８0 年代以来株式会社形態による重化学工業が

発展した第二次産業革命では、ドイツが先駆的指導者とイギリスにとってかわった。しか

しいずれにしても産業上の「自己調整市場」の発展は、つねに国家の存在を前提にしてい

るとはいえ、より高度な労働生産力を提供する固定資本形成能力（それは結局は金融資本

により提供される）を欠いてはあり得なかったであろう。 

 

｛自己調整市場は実在的な自律的論理であるが｝ 

国家権力存在とそれを前提とする金融・商業、そして全産業におよぶ自己調整的市場と

しての自律的な資本家的企業の発展（市場）。「国家」か「市場」かでなく、国家権力と自

己調整的市場との互恵的関係の形成こそが重要である。しかし１８．９世紀の政治経済学

は、その普遍主義ないし歴史主義の故にか、「国家」を措いて「市場」の自己調整機能を著

しく強調する傾向があった。 

スミスおよび新古典派、マルクス派は、産業資本主義経済の勃興・発展は自律的であり

自己調整的であるという点で見解を共有する。スミス；商業化した商品交換経済は、人間

において自然的、生得的なもので、その発展は、「市場の invisible hand」により最大化す

る。国家は、干渉を自制する限りにおいてその役割を演じる。マルクス派；歴史的発展過

程において、封建制度が、固有の独立した階級闘争をつうじて、資本主義的経済をうみだ

す。国家は根本的に経済ベースに依存する。国家はブルジョアによって要求される政策だ

けをおこなう。新古典派（ヒックス）；経済成長は前資本家的経済内に潜在しているが、干

渉主義国家によって、強烈な経済発展が阻害される。(Weiss & Hobson 1995)  

新旧古典派経済学やマルクス派が「内生的自己調整的」市場を主張する時、それは、近

代主権国家の存在を資本主義的経済発展のため（肯定的であれ否定的であれ）の前提にし

ないことを意味する。伝統的政治経済学の主張が、普遍主義的であれ、あるいは歴史主義

的であれ、「国家」と「市場」との互恵関係を無視するという意味において、資本家的企業

経済の自律性に対する過大評価、いわゆる市場原理主義イデオロギーを含むものであるこ

とは否定しえないであろう。 

一方、伝統的政治経済学における自己調整的市場を「自己破壊的メカニズム」へとパラ

ダイム転換させたポラニーの場合も、国家は「市場」との現実的互恵関係から捨象され、「市

場」だけが抽象された。ポラ二―にとっては、国家社会は、「人間社会」を破滅から救うた

めに、市場の「自己破壊的メカニズムの切れ味を鈍らせるような防衛的な対抗運動」を可
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能にするものであった。国家を措いて、市場の「自己破壊的」メカニズムを説くことは、

形をかえた市場原理主義イデオロギーである。政治経済学の成立が、「国家」との関連にお

いてであるが、自己調整的市場の実現を前提にすることは、政治経済学自身の発展史が示

している。マルクスは、一面で古典派経済学に対する批判として、資本主義社会の「発生、

発展、消滅（社会主義社会到来）」の論証を目的にしていた。しかしマルクスのそれは、「歴

史主義的」市場原理主義のイデオロギー的表明ではあっても、経済学原理を成さない。同

様にポラ二―も、新古典派市場論に依拠する限りで「普遍主義的」であるが、「自己破壊的」

市場原理主義を主張し、イデオロギーによって伝統的経済学の自己調整的市場原理主義を

断罪するにすぎない。 

ポラ二―にとっても、「自動調節機能をもつ市場システム」は、産業革命の「成果である

高価で精巧な機械」を「生産に用い」ることによって、歴史的に「創出」された。「自己調

整とは、すべての生産が市場における販売のために行われ、すべての所得がそのような販

売から派生することを意味する。」いずれの資本家的企業も、年間を通じて、生産された財

（つねにサービスを含む）の販売から得た収入ｐＱ（p 生産物単価、Ｑは、販売数量）によ

って、生産要素として購入する労働用益商品に対して支払われた賃金ｗＬ（ｗは単位時間

当たり賃金、Ｌは総労働時間数）、生産要素として購入する土地（固定資本用益）利用に対

して支払われた地代 rS（ｒは貨幣市場の単価・利子率、Ｓは固定資本金額 rS）、そして生

産要素として購入される原材料など中間財に支払われたｇＨＱ（gH は中間財単価、Ｑはそ

の数量で、生産物販売数量と同じ）を回収する。生産物の販売や中間財の購買に為替手形

が用いられれば、銀行におけるその為替手形割引率に貨幣市場の貨幣単価・利子率が反映

されることになる。 

以上において、一年間の総括として、それぞれの資本家的企業において、ｐＱ＝ｗＬ+rS+ 

gHQ  が成立すると同時に、ポラ二―がいうように、すべての商品種類において、需要・

供給の一致をもたらす市場調整市場が成立する。つまり「利子ｒｍ（ｍは貸付金額）は、

貨幣の使用に対する価格であり、それを提供することのできる人々の所得を形成する。地

代 rS は、土地（固定資本）の使用に対する価格であり、それを供給する人々の所得を形成

する。賃金 wL は、労働力の使用に対する価格であり、それを販売する人々の所得を形成す

る。」「最後に、商品価格は、自己の企業家的サービスを販売する人々の所得に貢献するが、

利潤と呼ばれる所得は、実際には二種類の価格の差、つまり生産された財の価格とそのコ

スト、すなわち当該財を生産するために必要とされれる財の価格の差に他ならない。」（注）

「もしもこれらの条件が満たされるならば、すべての所得は市場における販売から派生し、

それらの所得は、生産されたすべての財の購入をちょうど満たすものとなるだろう。」 

（注）この個所は、正確を期すためには、次のように訂正されなければならない。「利潤は、ｐQ 
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－（ｗＬ+ｇＨＱ）＝rS、つまり地代に等しい。利潤は、固定資本用益の売却がもたらす資本所得（地代）

の原資をなす。＜企業家的サービス＞は、それ自体なんらの＜生産要素＞を売却するものではなく、産業

資本的形式行動を成すにすぎないゆえに、直接的になんらの所得をもたらすものではない。そのサービス

に対する報酬は、資本所得・地代からの一定額の分与をなすものとなる。」 

 

「どのような社会も、財の生産と分配における秩序を保障するような何らかのシステム

がなければ存在しえない」。「自己調整的市場は、社会が経済領域と政治的領域へと制度的

に分離されることを要求する」。社会の経済領域における秩序、つまり「財の生産と分配に

おける秩序」が完全に「この自己調整的メカニズムにゆだねられる」という点で、19 世紀

社会は、「類をみない過去からの決別を意味していた」。以上のようにポラ二―にとっても、

「自動調節的市場」とは、あらゆる社会形態に不可欠な経済原則（財の生産と分配の秩序）

を資本家的企業形態を通じて実現させるものとしての商品市場経済である。ところがポラ

ニ―にとっては、この資本家的企業を成り立たしめる「生産の本源的な要素」の商品化、

つまり労働（労働用益）・土地（固定資本用益）・貨幣（貨幣用益）の商品化は、それらが

労働生産物ではなく、「販売のために生産され」るものとしての本来的な商品「公準」に反

するという意味において、「擬制（fiction）」でしかない。この極端なまでの人為的な商品擬

制は、たしかに「社会全体に関する決定的に重要な組織原理」（財の生産と分配における秩

序形成）を提供する。しかしその一方で、社会的実在としての人間と自然、貨幣そして企

業は、「市場システムという悪魔のひき臼の破壊から守られていなければ、むき出しの擬制

によって成立するこのシステムの影響に一瞬たりとも耐えることができないだろう」。（ポラ

ニ―1944） 

 「1834 年の救貧法改正によって労働が完全に商品の扱いを受けるようになり、自己調整

的市場の条件が整った。そしてその後一世紀のあいだ、近代社会のダイナミクスは二重の

運動によって支配されることになる。すなわち、やがて全地球を覆うにいたる市場拡張の

運動と、その拡張を阻止しようとする社会の防衛運動である。」「人間を保護するために工

場法や社会立法が成立し、自然を保護するために土地立法や農業関税[および工業関税]が生

み出されたのと全く同様に、企業を保護するために中央銀行制度や通貨制度の管理が必要

とされた。」（ポラニ―1944）） 

しかし一次大戦前に限って言えば、以上の諸「立法」や諸「制度」はすべて、ポラニ―

の図式化（論証することも実証することも全く不可能な図式化―市場的破壊に対する社会

的防衛、そしてその保護的手段による自己調整市場の破損・経済生活の機能紊乱・社会的

危機へ―）に対する反証を成している。それらは、ポラ二―の主張とは正反対に、国家社

会と自己調整的市場との現実的互恵関係の発展を実証するものに他ならない。それ故にま
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た、他方ではその現実的互恵関係を自らも事実上認めているという意味で、次のポラ二―

の指摘は、重要である。つまり「全面的な市場システムすなわち自己調整的市場システム」

を「信奉」する「経済的自由主義は、世界規模での自己調整的市場システムの確立のため

に競争的労働市場、金本位制、国際的自由貿易を主張し、その実現に伴う困難の大きさが

明らかになると、かえって十字軍的な使命感に衝き動かされて戦闘的な信条となった」。「自

由放任に自然なところは何一なかった。」「自由な労働や土地の市場の導入のために、統制、

規制、あるいは干渉の範囲は驚くほど増大した。つまり自由な市場への道は、国家の手に

よって組織された絶えざる干渉行動の結果として計画的に切り開かれた」（ポラニ―1944）。

ここでポラニ―は、経済的自由主義は、自由主義国家によってのみ成立することを強調し

ているのである。 

以上のポラ二―の指摘は、われわれの先の指摘―国際的金融資本家の「自由放任」は、

専制的国家自治権に対する束縛（自由の強制）として働いたーを裏付ける。それは、次に

見るポラ二―の指摘とともに、産業上における自己調整市場の発展は自由主義国家と国際

的金融資本の存在を前提にする以外にはないという、確かな歴史的事実の容認に導くであ

ろう。つまり一次大戦勃発によって結果的に 100 年間にわたった平和（バランス・オブ・

パワー）を実現するために、「平和への切実な関心をも」ち、その関心を「何らかの社会的

手段によって政治の次元に転換」させることのできる「主体が出現した」。この永久平和の

ための「隠された要因とは、大銀行家による国際金融業であった」。 

 

大銀行家による国際銀行業は、19 世紀最後の三分の一世紀および 20 世紀の最初の三分の一世紀におい

て、世界の政治的な組織と経済的な組織の間の主要なリンクとして機能した、独特の制度であった。それ

は、国際平和システムを維持する手段を提供した。国際平和システムは、強国の助けを借りて機能してい

たのであるが、強国だけでは、それを確立するこおこともできなければ維持することもできなかったであ

ろう。…国際銀行業は、非常に柔軟な組織として常時機能した。…金融と外交との間には、緊密な関係に

あった。…総体として見て首尾よく平和が維持された秘密は、間違いなく国際金融の位置、組織、そして

技術にあった。（ポラ二―1944） 

 

ただしここでは、企業の固定資本形成のための資本市場おける国際金融業の役割が脱落

している。ポラニ―の「自己調整市場」は、その外部をなす資本市場を含まない。ポラ二

―においては、資本家的産業企業を成り立たしめる労働（労働用益）・土地（固定資本用益）・

貨幣（貨幣用益）の三つの商品化は、「自己調整市場」を構成するものとされ、主権国家群

のバランス・オフ・パワーが保障する世界市場上の金融システムの発展と切断された。し

かし現実的には、これらの「擬制的」自己調整的市場も、金融システムによって裏打ちさ
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れない限り、自己調整市場として発展することはできない。世界市場において貨幣市場と

資本市場とは、部分的なそれらの相互浸透によって、全体として流動性リスクを最小化さ

せる金融システムをうみだす。そして資本市場（株式市場）を通じて調達される資金によ

って形成される固定資本が、その固定資本用益の商品化と同時に労働用益の商品化を可能

にする。固定資本用益は、限界以上の一定の労働生産性の実現を可能にするものとしては

じめて商品化しうるし、またそうでなければ、労働用益の商品化もあり得ないからである。 

 金融資本・資本市場に裏打ちされて、始めて自己調整市場は自律的な拡大的成長を遂

げる。それを裏打ちするものの奇妙な脱落においてのみ、ポラニ―の反社会的「自己調整

市場」原理主義は成立した、といえるかもしれない。 

 

｛原理論としての金本位制・自己調整市場｝  

自己調整市場（資本家的企業存在）と自由主義国家・レッセフェール世界市場とは、互

恵的な関係のもとにそれぞれ自律的に発展していく。それゆえ（ポラニ―は意識していな

いが）前者を原理論として一般的に規定する場合にも、後者の存在は、不可避である。自

動調節市場の存在は、度量衡、会社法制、金本位制・中央銀行制度、私有財産制度と租税

制度、そして国際金本位制・金融システムなど、歴史的な自由主義国家インフラ・レッセ

フェール世界市場の発展を前提にすることは、明らかである。それらを前提にするからこ

そ、自己調整市場（資本家的企業存在）は、その真に自律的な論理を展開でき、それゆえ

原理論を成立させることができるのである。 

たとえば、商品交換は、必ず金貨幣あるいはそれにもとづく為替手形など信用貨幣・兌

換銀行券・中央銀行券などによって行われざるを得ないが、金貨幣の仲介によるその等価

値交換の根拠は、限界（生産費）原理・労働量価値原理によって説明される以外にない。

それゆえに、ポラニーが次のようにいう場合に、それは、自己調整市場から構成される資

本家的企業・「法人と呼ばれる巨大な擬制体」に対する、自由主義国家・中央銀行制度・金

本位制度の本来的な関係を、まさに逆転させるものである。完全に間違いであり、ポラニ

ーが経済学原理を欠落するゆえんである。 

 

…もしも工場で働く人間を、労働力に関する商品擬制の影響から守るために工場法や社会立法が必要と

されたのだとすれば、また自然資源や農村文化を、それらに関する商品擬制の影響から保護する必要から

土地立法や農業関税が誕生したのだとしたら、工業およびその他の分野の生産企業を、貨幣に対して適用

された商品擬制にともなう害悪から保護するために中央銀行制度や通貨制度の管理が必要とされたという

こともまた同様に真実なのであった。まったく逆説的なことであったが、人間存在や自然資源ばかりでな

く、資本主義生産組織それ自体もまた、自己調整的市場の破壊的な影響から保護されねばならなかったの
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である。（ポラ―ニ―1944） 

 

一次大戦前のレッセフェール世界市場は、自由主義国家・国際金本位制と自動的な多角

的決済システムによって総括される。それは、産業企業を成立させる自動調節市場とレッ

セフェール金融システムトとから構成された。前者の資本家的企業は循環資本と固定資本

所有から成り、循環資本の循環資本促進のために、また固定資本形成のために、後者がも

たらす貨幣市場と資本市場とを必要としている。後者が受け取る利鞘やリターンは、前者

が金融を受けて生み出す剰余価値によっている。それゆえ、両者は互いに共進的な関係に

あった。そしてポラ二―よれば、国際的金融資本は、世界市場と主権・自由主義国家群と

の互恵的な関係を仲介しつつ、世界の永久平和をデザインし、実践していた。 

以上、自由主義国家・レッセフェール世界市場が段階論を構成する。一方でそこから抽

象される自己調整市場と純粋資本主義社会とは、互いにほぼ同義をなすものとして、原理

論を構成することになるといってよい。 

 

３．純粋資本主義社会とレッセフェール世界市場 

 

｛純粋資本主義社会を想定できる理由｝ 

「純粋資本主義」社会は、他に依存することのないそれ自身で完全に自律する社会であ

る。宇野においても、伝統的政治経済学やポラ二―と同様に、原理論は、主権国家群と共

に世界市場そして、レッセフェール金融システムなどから切断された。宇野は、レッセフ

ェール世界市場発展を段階論として棚上げし、概してリカード・マルクスモデルに従って、

資本家的土地所有者・産業資本家・労働者の三大階級への純粋化傾向を根拠にして、「純粋

資本主義社会」を想定する。ただし他方で宇野は、次のようにもいう。 

商品経済は、それが社会の内部に浸透し、産業資本として労働力商品化にもとづき「生

産過程を把握するとき、資本主義として確立され、＜国際的関係＞は、その内部に吸収さ

れて行く」（宇野 1962）。宇野にとっては、原理論と段階論とを互いに「関連」（宇野 1962）

づけることが最大関心であった。しかしここで、「国際的関係」・世界市場を資本主義生産

の内部に「吸収」するとは、一体何を意味するのか、宇野は具体的に何も述べていない。

われわれは答える、純粋資本主義社会は、世界市場上の金融システム（流動性リスク最小

化メカニズム）と国際移民など労働市場の発展をその内部に「吸収」する、と。 

この点を明確にする前に、宇野の「純粋資本主義社会」論の方法論上というよりも、む

しろ内容上の誤りを訂正しなければならない。宇野の産業資本概念は産業資本的形式（循

環資本）と同義であり、それ以外のなにものでもない。この場合に、企業の固定資本は、
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事実上企業の循環資本の内に解消され（生産手段としての固定資本の価値は、循環資本の

多数回循環の内に長期にわたり少しづつ生産物に価値移転されるとされ、原材料等の中間

財の価値移転と混同される）、企業の循環資本が、労働力の商品化を根拠にして産業資本と

して自律化する（「自己増殖する価値の運動体」）とみなされた。その一方で、農業におい

てのみ、資本家的土地所有は産業資本の発展に阻害的に対立するものとみなされ、一般的

に固定資本所有と資本家的土地所有との概念上の同一性が否定された。 

産業資本の存在は、労働力の商品化によって根拠づけられるとしても、その労働力の商

品化を可能にし根拠づけるものは、実は固定資本の存在なのである。といっても固定資本

は、相対的過剰人口を生み出すことによって、労働力商品化を根拠づける、などと言いた

いのではない（むしろ前者は後者の結果である）。固定資本は固定資本用益を提供し、労働

用益とともに一定の労働生産力を実現する。産業資資本の自律性あるいは存在根拠とは、

ひとえにあらゆる産業分野において、互いの競争を通じて自らますます高い労働生産力を

実現しうるその生産経済能力にあるのである。宇野の三大階級論としての原理論は、循環

資本運動中の労働生産力の実現に根拠をもたらすという意味における固定資本の概念化に

完全に失敗した。 

資本家的企業（産業資本）は、すべて本来的に循環資本と固定資本所有との資本二元的

存在であり、労働生産力を実現するその二元的存在において初めて、個々の資本家的企業

の自治的活動も、それゆえまた資本主義社会全体の自律性も保証される。企業の循環資本

（Ｍ－Ｃ…Ｐ…Ｃ‘－Ｍ`）の自律的運動と三つ（労働用益・固定資本用益・中間財）の生

産要素市場およびは生産物（中間財と最終財）市場における需給一致とは、表裏一体の関

係にある。資本家的企業経済は、企業それぞれの自治的活動の総和において、社会が存在

すべく前提をなす経済原則関係（財の生産と分配と消費およびその繰り返し）を自律的に

実現する。そして中央銀行を伴う商業銀行が生み出す当座預金・為替手形割引の貨幣市場

は、循環資本の循環を促進して、その効率性を最大化させる。 

労働用益と固定資本用益がそれぞれの市場で取引され売買されるということは、労働者

と資本家が受け取った賃金あるいは地代で、生産された最終財を買い戻し、それを消費し

て、それぞれ労働用益ないし固定資本用益を形成・再形成するという、それ自体市場取引

ではない「生産と消費」の経済原則関係の実現を含んでいる。社会における生産と消費と

いう経済原則は、市場取引を通じて行われるのであるが、市場そのものをなすわけではな

い。他面で、市場の自律的存在は、市場を媒介とするこの経済原則の実現を前提にしてい

る。 

労働用益と固定資本用益、そして貨幣用益は、商品化され売買されなければならないが、

「売買されるものはいかなるものであろうと、販売のために生産されたものでなくてはな
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らないという公準」は、これらの用益に「ついてはまったく当てはまらない。」（ポラ二―1944）。

しかしポラニ―のいうように、これらの用益商品の存在は、「擬制」でしかない、などとは

いえない。いかなる用益も「商品化」すれば、金貨幣に対して、立派に商品であり、それ

ゆえに市場法則（経済法則）に従わざるをえない。重要な点は、次のようなポラニー（そ

して宇野）による経済原則関係の明確化である。「労働は、いかなる社会においてもそれを

構成する人間存在それ自体であり、また土地（固定資本・本源的な生産手段…引用者）は、

社会がその中に存在する自然的環境そのものにほかならない」（ポラ二―）。しかし「労働

と土地を市場メカニズムに包摂するということは、社会の実体そのものを市場の法則に従

属させること」（ポラニ―1944）にはならない。正しく宇野の純粋資本主義論が方法論上明確

にしているように、「市場の法則」は、「社会の実体そのもの」（経済原則：生産と消費）の

実現を仲介するものとしてこそ、自らの存在を可能にさせまた根拠づけるのである。 

要するに純粋資本主義社会は、労働用益と固定資本用益（あるいはそれらの実現）とい

った（本来的に市場経済にとって外部をなす）社会の実体を、それらの商品化を通じて、

また最終財の消費によるそれら用益の形成を通じて、その市場システムに「内面化」「内部

化」する。そのことによって、その社会は、完全に自己完結的な（自己調整的市場）社会

と同一化されることになる。しかしながら、労働用益と固定資本用益は、その商品化と最

終財との交換を通じて循環資本に「内部化」されるとしても、その存在自体はつねに市場

経済・循環資本にとって外部的な存在であることについては、経済原理上いささかの変更

もない。このことは、自己調整市場（純粋資本主義、以下同）、あるいは拡張的な自己調整

市場は、労働用益の提供者である労働者と固定資本用益の提供者である固定資本所有者の

存在を、前提とし与件とすることによってのみ、存在し得ることを意味している。 

そして要点は、この前提的条件を実現するものとしての固定資本用益形成（設備投資）

とそれに伴う労働用益形成は、世界市場上における資本市場（投資バンキングと株式証券

市場）および労働市場の現実的な発展（設備投資現場における労働集積）による他ない、

という点である。この意味において、自己調整市場（純粋資本主義社会）、あるいは拡張的

な自己調整市場は、世界市場から抽象化される過程において、循環資本に外部的に存在す

る世界市場上の資本市場と労働市場（国際関係）を、その「内部に吸収する」ことになる、

といってよいのである。 

 

｛原理論と段階論｝ 

固定資本用益と労働用益の存在およびその質的進化・量的増大を与件として、企業間の

自由競争を通じて水平的分業と社会的分業を徹底化しつつ、ますます社会的に高度な労働

生産力を実現し、拡大再生産的に発展していく、他に依存することなき自律的な純粋資本
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主義社会。純粋資本主義論者は、18 世紀以来、一次大戦前の自由主義国家・レッセフェー

ル世界市場の現実的発展にもとづいて、純粋資本主義社会の現実的歴史的存在を原理論と

して論証することができる。世界市場上の資本市場・労働市場の発展がもたらすますます

増大する固定資本用益および労働用益の形成は、「純粋化傾向」（資本家的企業がその高い

労働生産力に基づいて周辺の非資本家的企業を競争上圧倒していく様子）を保証する。か

くして、「純粋化傾向」とそれをもたらす資本市場および労働市場の「内面化」が、純粋資

本主義社会の想定に唯物論（社会科学）的根拠をあたえる。 

一方で、段階論は原理論を踏まえて、次のことを実証する。自由主義国家・レッセフ

ェール世界市場は、その存在を規制し根拠づける純粋資本主義原理（価値法則・循環資本

と私有制・固定資本所有）に対して、それが不可欠とするその与件そのもの（固定資本用

益および労働用益の存在）を、みずから資本市場・労働市場を通じてもたらすものとして、

歴史的現実的に発展していく、と。 

宇野の求めたものは、以上の如く、純粋資本主義（原理論・論理）と自由主義国家・レ

ッセフェール世界市場（段階論・歴史）との本来的な分離・結合の「関係」であったであ

ろう。宇野のこの目的は、固定資本概念の失敗の故に、挫折せざるを得なかったが、この

ような問題関心は、ポスト宇野においては、降旗節雄（1984）などを例外として、雲散霧

消した。「純粋化傾向」云々の議論は、レッセフェール世界市場の現実から切断され、その

原理論（土地所有・商業資本・銀行資本の「分化・独立」なる「発生」論的展開、一種の

論理=歴史説への傾斜に注意）と共に、一国資本主義発展史観へと堕落していった（大内力、

日高晋、山口克重、小幡道昭など）。他方で世界市場的、さらに世界政治経済的発展のリア

リテーに圧倒されたものたち（鈴木鴻一郎、岩田弘、宅美光彦など）にとっては、「純粋資

本主義社会」など、現実の世界政治経済的発展から完全に遊離した観念論・「ユートピア」

でしかなかった。かれらは、資本主義の現実的歴史的発展を「内的に模写する」などとし

て、「世界資本主義」の発生・発展・危機の論理、つまり歴史的現象を規定する論理として

の論理=歴史説（唯物史観の直接的な適用にすぎなかったが）を主張した。こうして宇野学

派は解体されたが、築かれた瓦礫の山には、宇野の固定資本概念の誤りを嗅ぎだすネズミ

一匹、現れなかった。 

 

｛「それ自身に利子を生むものとしての資本」と「資本市場」｝ 

資本家的企業は、循環資本と固定資本との資本二元的存在である。後者の所有者がその

固定資本用益を商品化して受け取る地代を一般的利子率（貨幣利子率）で資本還元すれば、

その地代を利子として生み出す固定資本（資本利子率は貨幣利子率に等しい）が成立し、

利子生み固定資本としてのその金額で、資本市場で売買されうるものとなる。簡単に数字
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で示してみよう。 

一株１ポンド、1000 株を発行して調達した 1000 ポンドで、土地を含む設備投資（固定

資本形成）を実行する。それを一年間貸与して、年地代が１00 ポンド得られるとする。一

般的利子率が８％であるすれば、100÷0.08＝1250 なので、ここに 1 年間 100 ポンドの

利子を生みだす利子生み固定資本が成立する。貨幣利子率８％は、100÷1250＝資本利子率

８％ に当然に等しいことになる。一方で、1000 ポンドの 100 株は、証券市場（資本市場）

で 1250（１株 1.25）ポンドで売却できることになり、実際にそれを実行すると 125（一株

あたり 1.25）ポンドのキャピタルゲインが得られる。 

ここでは、レッセフェール世界市場上で次の関係が生まれている。企業における貨幣利

子率に等しい８％の利子を生む固定資本の成立といういわば純粋資本主義内部で生じる原

理的関係は、その外部の貨幣市場とも関連をもつ資本市場でその固定資本が 1250 ポンドで

売買されるという段階論的金融市場関係と相互補完・共進の関係にある。両者は、相互補

完的共進的関連においてのみそれぞれが存在できる。一方が存在できないなら他方の存在

もないという関係にある（これは実際に一次大戦以後起こったことである）。 

以上で重要な点は、利子生み固定資本の形成と資本市場・貨幣市場の発展とは、必然的

な関係にたっているが、後者による固定資本の形成とその商品化は、必ずしも株式証券に

よる必要はないということである。実際に 19 世紀半ばまでは、パートナーシップが支配的

な企業形態であり、産業革命のための固定資本形成は、近隣の商人や地主の出資、産業資

本家たち自身の利潤からの相互金融（ひろく自己金融といってよい）にもとづいていた。

固定資本の証券化と証券（資本）市場の存在は、投資と固定資本所有の流動性リスクを最

小化するものとして、特に 1880 年代以降、固定資本の巨大化と産業企業への株式会社形態

の普及とともに、不可避的なものになるのである。 

また次の点も重要である。つまり宇野のいわゆる「それ自身に利子を生むものとしての

資本」というのも、たしかに「資本家的理念」あるいは「資本の物神性」をなすものでは

あるが、利子生み固定資本として（つまり一定以上の労働生産力を提供しうるものとして）

資本市場を通じて現実的に存在する以外には、存在し得ないものであるということである。 

以上から、宇野の二つの文章を、次のように修正することができる。（  ）は削除、[  ]

は挿入をしめす。 

 

…株式資本の産業への普及も、純粋の資本主義社会において、すでに[利子生み固定資本として]論理的に

は展開せられざるを得ない、しかし現実的には[資本市場で]具体化され[る]（ない）、いわば理念としての

（、）資本の商品化の具体的実現に他ならない（宇野 1962）（注）。 

（注）鎌倉孝夫（2010）は、以上の宇野の文章について、「宇野理論の真髄が凝縮されているものでは
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ないかととらえ」、解説を試みている。しかし、「利子生み固定資本」については何の問題意識もな

いので、宇野の「真髄」をわれわれの修正版のごとく、原理論と段階論との関連づけの問題として

明らかにすることはできなかった。 

 

…資本の自由競争（の障害をなす）[および国際分業化をますます促進する]固定資本の巨大化が、株式会

社形式の普及を著しく促進し、その普及とともに銀行との間に新たなる関係を展開して、両者の結合の内

に[産業企業と銀行・証券市場との共進的な高度経済成長を実現する]（独占的組織体を形成する金融資本が

成立する）…。（宇野 1962） 

 

19 世紀 80 年代以降、ドイツでもイギリスでも、産業企業に株式会社形態が急速に普及し

ていった。株式会社の普及は、世界的な規模での貨幣市場および証券市場の発展を伴って

いたが、両者を結びつけたものは、イギリスでは、投資銀行業と商業銀行業とを分業とす

る専門化バンキングであり、ドイツは、両方を行うユニバーサルバンキングであった。ド

イツ式のユニバーサル銀行は、重工業株式会社などに対して、委任投票権などを通じて特

有なリレイション(親密関係)バンキングを発展させた。しかしその関係は、後者の自治的

な資本家的企業存在を超える「金融資本的支配」のドイツ型を成立させるようなものでは

決してなかった。 

一方、イギリスでは、銀行との親密な関係が(ドイツで見られたようには)発展せず、け

っきょくは海外投資によって金融資本的支配が確立（金融資本化)する、と宇野は主張した。

しかし株式会社(法人)化しても、国内資本の相対的な海外投資化がますます進んだとして

も、循環資本と固定資本所有とからなる自治的な資本家的企業存在の本質(原理)になんら

変更があるわけではない。産業資本の「金融資本化」のイギリス型などもともと最初から

あり得ないのである。宇野の段階論は、タイプ論をなすとすることは良しとしても、原理

論の固定資本概念との関連を含め、その内容は、全体的に大きく修正する必要があるとい

わなければならない。 

 

４．段階論の世界；金融システムと資本家的産業企業の発展 

 

｛産業資本主義的発展の「純粋化傾向」｝ 

金融・信用システムが軍事上の起源を持つことは、経済上重要な派生的効果をもたらし

た。18 世紀のほとんどにわたる軍事支出の異常な高レベルとそれに対する戦争ローンの非

常な増大が、イングランド銀行のみならず、国際的な金融資本家階級に、膨大なビジネス

をもたらした。イギリスは、一貫して「外へ向かう」志向性をもち、金融資本家階級と協
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力して「国際的役割あるいは帝国という偉大さ」を追求した。シテーをベースとする国際

的金融センターと貿易会社の強力なグループが形成され、金融的商業的諸機関が国家的優

先権を獲得した。イギリス国家は、初期から、バンキング、法的なサービス（私有財産な

どの保護）、関税保護、海軍による貿易保護をつうじて、また 19 世紀には、関税保護を自

由貿易政策に転換させることにより、産業企業の発展のためにインフラサービスを提供し

た。伝統的に考えられているとは逆に、イギリスは、強い国家（帝国）のもとで、「世界の

商業」「世界の銀行」「世界の証券市場」たることによって、結果的に「世界の工場」たる

ことを実現したのである。(Weiss & Hobson 1995) 

この意味では、強い国家の存在は、産業発展にとって永続的絶対的に必要であったが、

市場と商業化が、産業化の前夜にすでに広範囲に発展していたので、産業発展を直接的に

刺激するような国家機能に対する火急な必要性はどこにも無かった。イギリス産業は、商

業・商業信用に助けられて発展し、また早期に成熟したため、資本市場に対する需要を殆

どもたなかった。金融は、ますます海外投資に向かうようになり、帝国の膨張がそれを支

援した。イギリスの製造業者も農業企業は、国内外で「前資本家的」生産者と競争しえ、

またはそれを圧倒することができた。(Weiss & Hobson 1995) 

 

｛資本主義的発展の最高段階｝ 

19 世紀 70 年代以降、特にドイツの農・鉱・工業企業との競争が激化したが、産業の株式

会社化と商業によって助けられる市場調整が、ドイツ産業に対するイギリス産業の対応で

あった。イギリス国内産業の法人金融は、地方とロンドンの証券取引所によって十分に発

展した。それは、19 世紀中葉には海外に向かった一般投資家にとって、世紀末以降の世界

的証券市場の発展の中で、イギリス国内産業への投資も、より有利な投資機会の選択肢の

一つに浮上したことを意味した。 

イギリスの「産業革命」で一世代以上も昔に開発され普及したもろもろの技術革新がド

イツでも苦心の末、1870 年代初頭までには、達成されていた（ランデス 1969）。しかし、特に

1871 年の帝国の形成は、ドイツの経済発展における新しい時代のはじまりを意味した。国

民は、一つの政府のもとに統一された。五年の間に、政府は、七つ以上の独立した硬貨鋳

造を一つの通貨に統合し（1871）、そして単一中央発券銀行つまり帝国銀行を形成した（1876

年）。1860 年代と 1870 年代を通じて株式会社の創設における制限が緩和され、ビジネス設

立に対する重要な障壁が撤廃された。同時に、フランスに対するプロイセンの勝利が、戦

争賠償金として、史上最大の移転である５0 億フラン（これは、ドイツの GDP の約 4 分の

一に達する）をもたらし、これが金本位制の確立を可能にした。かくしてドイツの政治的

制度的諸条件は、大規模産業企業（ユンカーの資本家的農業企業を含む）の発展にとって、
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きわめて好都合なものとなった。（ Fohlin 2007)  

イギリスでは、産業革命は、小麦生産や綿工業部門を中心にして、パートナーシップや

個人企業形態によって築かれたが、ドイツでの主導部門は、ラントシャフト信用制度（抵

当証券による固定資本の流動性増大）を発展させた農業（小麦と甜菜）システムと株式会

社形態を発展させた重化学工業システムであった。大量の抵当証券と株式証券が、ユニバ

ーサルバンキングによって証券市場に持ち込まれた。そして、19 世紀 80 年代までには、プ

ロイセン東北部とベストファーレン地域が西ヨーロッパ最大の農業・工業地帯にのし上が

った。以後ドイツは、これらの地域における農業、鉄鋼業の発展を中心にして、世紀末に

はイギリスの鉱業・工業・農業をついに追い抜くことになる。ドイツはすでに 1850～60 年

代に、綿糸や銑鉄といったイギリス最良の工業製品の輸入依存から次第に脱却し、1870 年

以降は、国内市場制覇の余勢を駆って外国市場でも有力な地位を築きはじめた。ドイツか

らの工業製品輸出量の増大は加速され、イギリス人も、その新敵手の存在に気がつきだし

た。たとへばドイツの鉄鋼輸出は、イギリスがこれまで自分の縄張りとみなしてきた諸地

域ーオーストラリア／南米／中国ーひいてはイギリス自身にすら向けられるようになった。

有機化学工業や電機工業などの新興工業の分野でも、ドイツの優位が顕著になった。（ラン

デス 1969） 

 

｛イギリス・ドイツの不均等発展は、一次大戦の直接的原因ではない｝ 

農業・鉱業・工業企業におけるドイツ・イギリス間の「不均等発展」は歴然としていた

であろう。しかし、ドイツは、これだけの伸長を遂げた後にも、金融・商業国としてはイ

ギリスに遥かに後塵を拝していた。1895 年の貿易量は、イギリスの 5 分の 3 くらいであり、

商船隊のトン数は、イギリスの 6 分の 1 に過ぎなかった。1870～1913 年において、工業生

産高の伸び率は、イギリスの 2 倍に対して、ドイツでは 6 倍に達した。しかし、一人当り

国民所得で比較すると、0.7 または 0.8 対 1 とドイツは、イギリスに劣っていた。イギリス

は、一次大戦にいたるまで、金融業、商業、海運業などにおいて、他の諸国をはるかに圧

倒していた。他方でイギリスの産業も、ドイツからの競争に対して、合併による大規模化・

法人化によって、技術の再編成またはアップグレイドを相当に進めていった。特に化学や

電気設備、銅、染料、そして製薬については、しばしばフランス、ドイツ、アメリカに勝

っており、帝国主義や国際的商業・自由貿易に後押しされて、立派に成長した。（Weiss &  

Hobson1995) 

外国為替の事実上の固定相場制を保証する国際的な金本位制のもとで、農業と甜菜糖・

鉄鋼・石炭・電気・化学などの発展を担ったドイツの金融・産業システムが、イギリス帝

国による国際的自由貿易と世界的金融・産業システムの発展を補完するものであったこと
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は、明らかであろう。ドイツの鉄鋼や小麦・砂糖に対する関税政策は、国際競争力・優越

的生産力を可能にする巨額の固定資本費用を回収し国内・国際的資本市場を活性化するた

めに不回避的であった。しかし、この関税政策（ヨーロッパ大陸の関税率は、イギリス帝

国の圧力を背景とする最恵国条項によって不断に低下する趨勢にあった）がもたらした大

量製品輸出・大量原材料輸入は、むしろイギリス帝国の自由貿易主義に積極的に協調する

意味を持っていた。1913 年に世界貿易の 39％をしめた両帝国の経済発展は、世界市場分業

の深化と拡大をともなう、両帝国の互恵的関係の発展によるものに他ならなかったのであ

る。（Crammond1914 ）（注）。 

 （注）[ドイツとイギリスの国際収支（1912 年）] 

   (貿易収支） (貿易外収支）    （資本収支）（貴金属貿易収支）(誤差) 

ドイツ －94.4   +50* +30 +10     －13.0    －9.1     + 26.5＝0 

イギリス－145.6+ 185.0*+100.0+35.0－185.0   －11.4      +22.0=0 

     (単位 100 百万ポンド)         *投資残高が生む年々の利子（資本所得） 

イギリスでもドイツでも、貿易収支の赤字（商品輸出＜商品輸入）と資本収支の赤字（資本輸出＞資本

輸入）が貿易外収支とくに資本所得によって、ファイナンスされている。両国の国際収支均衡は、次のよ

うな一次大戦前の世界貿易関係を(イギリスは一層より)典型的に示している。工業諸国からの工業化され

ていない諸国への工業製品および資本（短期資金貸付を含む）の輸出と、前者の後者からの一次産品の輸

入から生じる国際収支の赤字を、累積的な資本輸出残高がもたらす資本所得によって相殺している。 

 

イギリスとドイツは、以上のようなレッセフェール世界市場システムの発展のもとに、

財政・国家インフラ形成による「財産権、法の支配、領土的・社会的支配の制定、ならび

に国内的・世界的市場を生み出すこと」において、十分に強い国家として発展した。(Weiss & 

Hobson 1995)。ところが、両国間における産業の不均等発展は、レーニン（1917）が描き出し

たように、歴然としていた（ただしこの「不均等」に対する均衡回復に大戦の直接的原因

を求めるレーニン 1917 の主張は的外れ）。イギリス国内・帝国世論のなかに、反ドイツ的

な産業保護と帝国特恵政策への転換の兆しが生まれた。実際には保護関税の導入は金融資

本によって、戦後に延期されたが。ドイツ側は、まずは自国の発展を保証するイギリス自

由貿易帝国政策が将来的に放棄（一次大戦後現実のものとなったが）されるのではないか、

と深刻に危惧するようになった。イギリスは三国協商を日本・アメリカとの同盟により補

完することによって、ドイツは三国同盟によって、互いのバランス・オフ・パワーを模索

したが、結果は、両国における不戦同盟の欠落のもとでの軍備拡大・建艦競争であり、最

終的に一次世界大戦の勃発であった。 

この時に、ポラニ―のいう 19 世紀文明、すなわち世界平和・国際金本位制・自由主義国
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家、そしてそれらの「母体」をなす自動調節市場は、突然崩壊した。  

 

５．ポラニ―と宇野が求めるもの 

  

まず、キーワードを記号と共に示しておきたい。 

A.国際的金本位制（事実上の固定為替相場制により自由貿易主義を現実的なものにする）、

バランス・オブ・パワー、自己調整的市場、自由主義国家・A`レッセフェール世界市場。（な

お A.は、「自由主義的資本主義・金本位制・絶対的国家主権」とも表現される）、B.自己調

整的市場・B`純粋資本主義．。 C.自然（土地・工場）と社会（労働）・C`経済原則。X.現代

社会・X`複合社会。アルハベットのセットごとに、それぞれほぼ同義をなすが、前者はポ

ラニ―のタームであり、後者は、宇野によるものである。 

  

｛「自己調整市場のユートピア的実験」とは何か｝ 

さて、ポラニ―は、「大転換」について総括的に次のように述べる。  

 

19 世紀文明の崩壊は、野蛮人による内外からの攻撃によるのものではなかった。その生命力は、第一次

大戦の荒廃によって枯渇したのではなかったし、社会主義者のプロレタリアートや中産下層階級のファシ

ストの反乱に奪い取られたものでもなかった。その瓦解は、たえば利潤率低下の法則、あるいは過小消費

または過剰生産といった何らかの経済法則の結果でもなかった。19 世紀文明は、そうしたものとはまった

く異なる一連の理由が作用した結果として解体した。つまりその解体は、自己調整的市場の作用に対し、

それによって壊滅的な打撃を受けまいとして社会が採用した措置によってもたらされたものであった。…

市場と、組織化された社会生活の基本的な要求との葛藤が、19 世紀に変化をもたらす原動力として作用し、

究極的にその社会を破壊した独特の独特の緊張と重圧とを作り出したのである。対外戦争は、単にその破

壊を早めたにすぎない。（ポラニ―1944）。 

 

一次大戦前では、上の A・A’,B・B`, C・C`は互いに、三位一体的な安定的な関係にあっ

たが、それらは、本来的にそういう関係において以外には、存在し得ないものであった。

ポラニ―のいう工場法、社会立法は、もともと A.自由主義国家の社会的構成要因をなすも

のであったし、なんらＢ．自己調整的市場・資本家的企業存在と対立するものではなかっ

た。またポラニ―の挙げる関税政策も、一次大戦後にくらべて比較にならないほど関税率

が低く、一般的にはドイツなどの A.自由主義国家・金本位制による自由貿易政策に沿った

ものに他ならなかった。要するに、その一般的傾向においては、Ｂ．自己調整市場がもた

らす資本家的企業存在は、決して「ユートピア」（ポラニ―）などではなかったのである。
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それは、Ｂ`の「価値法則と私有制」によるＣ`経済原則の実現の論証（宇野）によって示

されるように、もちろん A・A`との互恵的関連を前提にするが、きわめて論理的かつ現実的

な存在であった、といわなければならない。 

 一次大戦における総力戦体制は、産業革命を経て約 100 年続いた A・A’と B・B`と C・

C`との互恵的な三位一体関係それ自体（ポラ―ニ―のいう 19 世紀文明）を永久に破壊した。

ポラニ―に反して、「19 世紀文明…の生命力は、第一次大戦の荒廃によって枯渇し」突然死

したのである。しかしながらいかなる社会も、戦争をしようとしまいと、生存し続けるこ

とを止めるわけにはいかない。それゆえ、いかなる社会も、社会存在の根拠をなす、ポラ

ニ―のいう「組織化された社会生活の基本的な要求」（C.自然と社会・C`経済原則）を何ら

かの形で、実現しなければならない。 

戦前の平和で安定した国家社会と個人主義的・自由主義的経済が分離・結合した産業文

明は、国家形成の意図せざる結果として生まれた。しかし今や戦後社会は、国内・国際的

の両面で経済と政治をみずから意図的・意識的に組織化し実現ていく以外に、社会として

生存できないことになった。そこで、戦後復興そして 1920 年代にわたり、やむにやまれず、

「自己調整的市場のユートピア的実験」（ポラニ―）が行われることになる。戦後社会は、「社

会生活の基本的要求」を実現する制度設計において、19 世紀文明（経済的自由主義）の現

実をモデルにする以外になかったからである。（逆にいえば、19 世紀文明は、一次大戦以後

の社会形成のためにモデルになるほどの「普遍性」はもっていたといえる）。この点に関連

してポラニ―は、ロシア革命について次のような興味深い事実を指摘する。 

 

ボルシェヴィキは熱烈な社会主義者であったにもかかわらず、「ロシアに社会主義を樹立する」ことを頑

なに拒否したことは、一般によく認識されていない。彼らがマルクス的信念だけしかもっていなかったな

らば、遅れた農業国において社会主義建設という試みをすることはなかっただろう。しかし 1920 年におけ

るいわゆる「戦時共産主義」というまったく例外的なエピソードを除けば、ボルシェビキの指導者たちは、

世界革命は、先進地帯である西ヨーロッパから開始されねばならないという立場に固執していた。…革命

は、伝統的な西ヨーロッパの理想を具現したものであった…。1917―1924 年の 

革命は、実際イギリスのコモンウエルスやフランス革命のモデルに従うヨーロッパにおける政治的大変動

の最後のものであった。（ポラニ―1944） 

 

 大戦後、ロシア・ソ連邦を除外して、パックス・ブリタニカにおけるイギリスの地位を

継承せざるをえなかったのは、その意志もなくまた能力もないアメリカであった。アメリ

カは、自国の「経済的安全保障」のために、「ベルサイユ・ワシントン両体制」をデザイン

し実践した。しかし他の諸大国も、それぞれが自国の生存に不可避と思われる独自の「経
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済的安全保障」体制を追求していた。イギリスでは、戦前は金融資本によって抑圧された

帝国特恵運動が復活し、1933 年オッタワ協定がそれなりのブロック化・経済的ナショナリ

ズムをもたらした。そのブロック化から排除されたドイツは、すでに大戦中から東欧にむ

かうみずからの政治的軍事的ブロック化を追求していた。一次大戦のドイツの敗北から学

習した日本のリーダーたちは、総力戦体制の構築を企て、勝手に中国本土をその拡張のた

めの生命線と見なした。 

世界中に各国の非常事態が進んでしていた。だからこそ、自国の「経済的安全保障」の

ために、アメリカは「門戸開放帝国主義」を必要とした。そのアメリカ主導の「自己調整

的市場のユートピア的実験」に対するドイツ・日本・イギリスなどの一時的な妥協として、

はじめて「ベルサイユ・ワシントン両体制」は実現したのである。それゆえ、両体制はは

じめから大きな矛盾をはらんでいた。（チプラ 1984） 

一次大戦中に突然出現した「フォード式成長モデル」は、終戦で過剰になったアメリカ

の商品と資本に対して世界経済を開放し、国内の発展を外側から保護し確実なものする「ベ

ルサイユ・ワシントン両体制」を絶対的な必要条件としていた。アメリカのリーダーたち

は、この世界政治体制のもとでのみ、国の「経済上の国境」は「今からは、世界経済と一

致している」、と確信することが出来た。（チプラ 1984） 

こうしてアメリカは、主として経済的手段により戦後世界の経済上の再建と社会内部の

安定化に決定的な役割を演じた。しかし他方では、アメリカは、自らの通貨政策、保護貿

易主義（1922 年、1930 年関税法）を通じて、この両体制の政治経済構造上の諸問題をます

ます悪化させた。「アメリカ経済の世界経済化」は、a.イギリス・ドイツ両国に対する農工

業生産力の格差拡大、b．ドイツ・日本・世界経済上の「辺境化」、c．アメリカ国内外の所

得格差拡大など、不安定要因（不均衡）の拡大を伴っていた。（チプラ 1984） 

アメリカは、自国経済の繁栄が、両体制維持のために特権を与えられたパートナー（ド

イツと日本）の世界経済上の「辺境化」に依存していたにもかかわらず、その際にもたら

される二重の政治的意味（ドイツのベルサイユ条約修正の要求、そして日中の紛争が生じ

た場合に、アメリカがどういう態度をとるかがはっきりしないという事態）を本当に真剣

に受け止めることを怠った。両体制は、はじめから世界政治上、および世界経済上の「二

重の危機」をはらんでいたのである。（チプラ 1984） 

1930 年代の世界経済危機は、「ベルサイユ・ワシントン両体制」における蝶番国家として

のアメリカの決定的役割から、その経済上の基盤を奪い取ってしまった。特権を喪失した

日本とドイツのリーダーたちは、どのような結果が生じようとおかまいなしに、自国内の

危機克服のために絶対の優先権が与えられた、と確信した。このことが、30 年代初頭の「両

体制」の崩壊過程をかなり加速化した。秩序修正を要求するドイツと日本は、ますます増
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大する政治的経済的困難を加速された軍備と力づくの領土拡大によって解決しようと試み

た。一方で西側デモクラシー諸国も、軍備強化を迫られた。（チプラ 1984） 

かくして大戦間、特に 30年代に顕著になった世界政治と世界経済の二重の危機は、第二

次大戦の結果つまりブレトンウッズ体制は成立によってはじめて克服されることになるの

である（チプラ 1984）。この体制は、事実上、1920 年代のアメリカ・ドイツ・日本の三極体

制の復活であったが。 

 

｛「市場システム」に対する「社会」の「優越的性格」と「現状分析」｝ 

要するにポラニ―のいう「自己調整市場のユートピア的実験」は、実際には、その解体

がはじめから予定される矛盾を含んだ全く独自な「世界政治・世界経済の混合」体制［相

対的安定期］を生み出したにすぎない。政治と経済が完全に分離しており、「世界政治」・「世

界経済」・両者の混合などの実態を全く知らない、19 世紀自己調整市場モデルは、一片たり

とも復活し作用する余地などありえなかったのである。それゆえ、1930 年代における 19世

紀文明の「解体は、自己調整的市場の作用に対し、それによって壊滅的な打撃を受けまい

として社会が採用した措置によってもたらされたもの」（ポラニ―）などとは言えないだろう。

市場・経済と政策・政治・国家介入が一緒になって、市場の機能不全と社会的危機を生み

出したというべきであろう。国家が介入した市場システムの機能不全とは、部分的あるい

は大部分としても、ともかく総体的としての経済原則を、その市場システムではもはや実

現しえないことを意味する。 

一次大戦後世界は、自己調整市場が機能することのない、つまりそれが「ユートピア」

に変じてしまう社会に他ならなかった。それゆえに、1930 年代に顕著になったニュウデー

ル、ファッシズム、社会主義は、一次大戦後の「どうしても機能しなくなった市場経済に

その根源をもっていた」（ポラニ―）とは言える。その点で、それらの運動においては、この

自己調整市場の完全機能不全に代替して、「C.自然（土地・工場）と社会（労働）・C`経済

原則」を明確な意志と意識をもって実現するものとして、「運動の超越的な性格」（ポラニ

―1944）が明確になる。そして運動のその「超越的性格」は、1920 年代の「自己調整市場

のユートピア的実験」を始めとして、（勇気をもっていえば大戦間の日本軍国主義にも）、

二次大戦後のブレトンウッヅ体制にも、1980 年代からの新自由主義的主張（ワシントンコ

ンセンサス）にさえも、（もしそれらに代わる「選択肢」があれば、その世界システムに対

しても）まずは等しく認められるべきものであろう。ここにはじめてイデオロギー論争が

おわり、何をなすべきかの現状分析が始まるからである。ともかくも、この時ポラニ―と

宇野とは、同じ道を歩み始める。ポラニ―の主張にもう少し耳を傾けよう。 
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 いかなる文明、社会も、「その生存のための物質的な条件によって制約を受けていた。これは、実際のと

ころすべての人間の生活に共通の特性であり、その生活が宗教的であれ非宗教的であれ、あるいは物質主

義的であれ精神主義的であれ、すべての生活について当てはまる。つまり、あらゆるタイプの社会は経済

的要因に制約を受ける。  

 …歴史は社会変動の時代に入り、諸国家の運命は、制度的転換におけるその国の役割と結びつくように

なった。このような共生は必然的なものである。国家集団と社会的制度はそれぞれ別の起源をもつもので

あるが、生存のための闘争においてお互いに結びつく傾向がある。 

…この法則の逆も、また同様に成立する。ある国家は、その諸制度が、あるいは少なくともその一部の

制度が、たまたまその没落期にあるー…、金本位制は、このような時代遅れの制度の一例…－という事実

によって、生存のための闘争において不利をこうむることがあるだろう。他方、それぞれの理由から現状

に反対する諸国は、既存の制度的弱点をすばやく発見し、機先を制して自国の利益にかなうようなよりよ

い制度を創出しようとするだろう。このような国家は、没落しつつあるものを押しのけ、自力でみずから

の道を切り開くものにすがる。そこであたかもこれらの国々が社会変動のプロセスの源泉であるかのよう

に見えるかもしれないが、実際には彼らは単にその受益者にすぎず、この変動を自分自身の目的に役立て

ようとそれを悪用さえしているかもしれない…。 

…このような認識は、この時期の各国の身を切られるように痛切な歴史を、進行中であった社会的転換か

ら切り離してくれるに違いない。そうすれば、権力単位としてのドイツとロシアが、またイギリスやアメ

リカ合衆国が、根底的な社会の転換プロセスとの関係いかんによって、どのように手助けされあるいは妨

げられたかが容易に理解できるようになるであろう。しかし、このことは社会プロセスそれ自体にも当て

はまる。すなわちファっシズムと社会主義は、それぞれの教義の普及を手助けしてくれた強国の勃興の中

に、自己の信条の伝達者を見出したのである。ドイツとロシアは、それぞれファシズムと社会主義の、世

界規模における代表者となった。これらの社会的運動の真の力量が測定できるのは、善良なものであろう

と邪悪なものであろうと、そうした運動の超越的な性格が運動への参加を促した国家の利害とは切り離さ

れて認識される場合に限られるであろう。（ポラニ―1944）。 

 

｛脱資本家的企業社会へ―結びにかえて｝ 

「経済システムが社会に命令することをやめ、逆に経済システムに対する社会の優位が確

保されつつある。」（ポラに―）。ポラニ―と宇野にとっては、資本主義社会や自己調整市場は、

資本家的企業からなる一つの社会（産業文明）である。前者が存在し得なければ、とうぜ

ん資本家的企業も存在できない。ポラニ―は、脱資本家的企業社会について、次のごとく

述べる。 

生産の要素、すなわち土地（生産手段）、労働、貨幣を「市場から取り除」き、それぞれ

「地代」、「賃金」、「利子」を「市場の外」で決定するという「行動」は、「あたかもそれら
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が商品であるかのように扱っていた市場の観点からみた場合に限って画一的な行動を意味

する。人間にとっての現実世界という観点からすれば、商品擬制の廃棄によって回復され

た新たな現実は、社会的領域のあらゆる方向へと広がっていく。実際、画一な市場経済の

解体は、すでに新しく多様な社会を誕生させつつある。さらにまた市場の終焉は、けっし

て市場が存在しなくなることを意味するものではない。市場は様々な形態で存在しつつ、

消費者の自由を確保し、需要の変化を示し、生産者の所得に影響を与え、会計の手段とし

て役立つ一方で、経済的自己調整の機関としての作用を全く停止するであろう。」（ポラニー

1944） 

脱資本家的企業社会は、「価値法則と私有制」の支配からは自由であるが、経済原則的強

制（労働生産性！）からは免れえない。その意味でそれは、資本家的企業社会からの「相

対的分離」として現れる。それゆえ、「大転換」は三段階論を必要とする。一方、後者にお

ける現状分析の空白は、前者の豊かな内容によって埋め合わすことができよう。 

ポラニ―と宇野の対話が、失墜した政治経済学の信頼と実践能力の回復につながること

を期待したい。 
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